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国
民
健
康
保
険
加
入
世

帯
の
方
へ

◆
所
得
の
申
告

所
得
が
一
定
以
下
の
世
帯
は
、

国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
や
減
免

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、

適
用
を
受
け
る
に
は
所
得
の
申
告

が
必
要
で
す
。

収
入
が
な
か
っ
た
方
、
非
課
税

年
金（
障
害
基
礎
年
金
・
遺
族
年

金
な
ど
）の
み
を
受
け
て
い
る
方

な
ど
、
所
得
税
ま
た
は
市
県
民
税

申
告
の
必
要
の
な
い
方
は
、
6
月

29
日
㈮
ま
で
に
国
民
健
康
保
険
税

の
所
得
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
非
自
発
的
失
業
者
に
対
す
る
国

民
健
康
保
険
税
軽
減

平
成
21
年
3
月
31
日
以
後
に
倒

産
や
解
雇
な
ど
自
ら
望
ま
な
い
形

で
離
職
し
た
65
歳
未
満
の
方（
非

自
発
的
失
業
者
）の
国
民
健
康
保

険
税
に
つ
い
て
、
離
職
の
翌
日
の

属
す
る
月
か
ら
翌
年
度
末
ま
で
の

間
、
離
職
者
本
人
の
給
与
所
得
を

30
／
100
に
減
額
し
て
算
定
さ
れ
ま

す
。
対
象
と
な
る
の
は
、
離
職
時

に
65
歳
未
満
の
方
で
、
特
定
受
給

資
格
者（
雇
用
保
険
受
給
資
格
者

証
の
離
職
理
由
番
号
11
・
12
・

21
・
22
・
31
・
32
）ま
た
は
特
定

理
由
離
職
者（
離
職
理
由
番
号

23
・
33
・
34
）に
該
当
す
る
方
で

す
。
こ
の
制
度
は
申
告
が
必
要
で

す
。
必
ず「
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
」を
提
示
し
て
申
告
し
て
く

だ
さ
い
。
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医
療
費
受
給
者

証
の
更
新

8
月
1
日
㈬
か
ら
次
の
受
給
者

証
が
更
新
と
な
り
ま
す
。

○母 
平
成
24
年
7
月
31
日
が
期
限

の
母
子
家
庭
等
医
療
費
受
給
者

証
○障 

平
成
24
年
7
月
31
日
が
期
限

の
障
害
者
医
療
費
受
給
者
証

○福 

平
成
24
年
7
月
31
日
が
期
限

の
後
期
高
齢
者
福
祉
医
療
費
受

給
者
証

上
記
の
受
給
者
証
を
お
持
ち
の

方
は
、
6
月
下
旬
に
通
知
す
る
案

内
に
し
た
が
っ
て
更
新
の
手
続
き

を
し
て
く
だ
さ
い
。

8
月
か
ら
は
、
必
ず
、
新
受
給

者
証
を
病
院
な
ど
の
窓
口
に
提
示

し
、
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
今
ま
で
ご
使
用
の
受
給

者
証
は
、
市
役
所
保
険
年
金
課
ま

た
は
東
・
形
原
・
西
浦
の
各
出
張

所
へ
お
返
し
く
だ
さ
い
。
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中
学
生
の
入
院
医
療
費

助
成
に
つ
い
て

子
ど
も
医
療
は
、
平
成
24
年
4

月
か
ら
通
院
も
中
学
校
卒
業
ま
で

対
象
に
な
り
、
受
給
者
証
と
保
険

証
を
一
緒
に
県
内
の
医
療
機
関
な

ど
の
窓
口
で
提
示
す
る
こ
と
に
よ

り
自
己
負
担
金
分
が
助
成
さ
れ
ま

す
。こ

れ
ま
で
中
学
生
の
入
院
は
、

平
成
20
年
4
月
診
療
分
か
ら
、
医

療
費
の
自
己
負
担
分
を
医
療
機
関

で
お
支
払
い
後
、
市
役
所
保
険
年

金
課
の
窓
口
で
払
い
戻
し
の
手
続

き
が
必
要
で
し
た
。

平
成
20
年
4
月
か
ら
平
成
24
年

3
月
31
日
ま
で
の
間
に
入
院
さ
れ

た
方（
入
院
当
時
中
学
生
だ
っ
た

方
）で
、
ま
だ
払
い
戻
し
の
手
続

き
を
済
ま
さ
れ
て
い
な
い
場
合
は

忘
れ
ず
に
手
続
き
を
お
願
い
し
ま

す
。た

だ
し
、
障
害
者
医
療
、
母
子

家
庭
等
医
療
を
受
給
さ
れ
て
い
た

方
は
該
当
に
な
り
ま
せ
ん
。

【
手
続
き
に
必
要
な
も
の
】

保
険
証
、
印
鑑
、
領
収
書
、
振

込
先
の
口
座
番
号
の
分
か
る
も

の
、
保
険
者
か
ら
の
支
給
決
定
通

知
書（
高
額
療
養
費
に
該
当
す
る

場
合
の
み
）

保
険
年
金
課
1
66
◆

1
1
0
2

基
準
収
入
額
の
申
請
を
！

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入

さ
れ
て
い
る
方
で
、
お
医
者
さ
ん

に
か
か
っ
た
場
合
、
か
か
っ
た
医

療
費
の
一
部
を
負
担
し
て
い
た
だ

き
ま
す
。
一
般
の
方
は
1
割
、
現

役
並
み
所
得
の
あ
る
方
は
3
割
負

担
で
す
。
現
役
並
み
所
得
の
あ
る

方
と
は
、
同
一
世
帯
に
市
町
村
民

税
の
課
税
所
得
金
額（
※
）
が
145

万
円
以
上
あ
る
被
保
険
者
の
方
が

い
る
世
帯
の
方
を
い
い
ま
す
。

※
同
一
世
帯
に
16
歳
未
満
の
方
が

い
る
世
帯
主
は
33
万
円
、
16
歳

〜
18
歳
の
方
が
い
る
世
帯
主

は
、
12
万
円
を
課
税
所
得
金
額

か
ら
控
除
し
た
額

た
だ
し
、
現
役
並
み
所
得
の
あ

る
方
で
も
、
次
の
場
合
は
申
請
に

よ
り
1
割
負
担
と
な
り
ま
す
。

①
世
帯
に
被
保
険
者
が
1
人
で
、

収
入
額
が
383
万
円
未
満

②
被
保
険
者
が
2
人
以
上
で
、
収

入
の
合
計
が
520
万
円
未
満

③
被
保
険
者
が
1
人
で
、
世
帯
内

に
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
以
外

の
健
康
保
険
な
ど
に
加
入
し
て

い
る
70
〜
74
歳
の
方
が
い
る
世

帯
で
、
被
保
険
者
の
収
入
が
383

万
円
以
上
で
も
、
被
保
険
者
と

70
〜
74
歳
の
方
の
収
入
の
合
計

が
520
万
円
未
満
の
場
合

　

対
象
と
な
る
方
に
は
、
お
知
ら

せ
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
の
で
、

手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。
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いじめ、虐待など、子どもの人権にか
かわる悩みごとや心配ごとなどの相談に
応じます。
相談内容の秘密は固く守られます。ひ

とりで悩まず、気軽に相談してください。

と　き　 6月25日（月）～7月1日（日）
　　　　午前8時30分～午後7時
※ 6月30日（土）・7月1日（日）は午前10
時から午後5時まで

相談専用電話（子どもの人権110番）
（フリーダイヤル）0120◆007◆110

問合先　名古屋法務局人権擁護部
　　　　☎052◆952◆8111（内線1470）

全国一斉
「子どもの人権110番」

強化週間


